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連結子会社との合併に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、平成24年 8月 16 日を効力発生日として、当社100％出資の連結子

会社である株式会社ニッショードラッグ（以下「ニッショードラッグ」という。）を吸収合併（以下「本合

併」という。）することを決議し、本日付で合併契約を締結しましたのでお知らせいたします。 

なお、本件は、当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、開示事項・内容を一部省略して開示して

おります。また、吸収合併後は、ニッショードラッグは当社の特定子会社でなくなります。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

当社は、医薬品小売業（ドラッグストア）として関西圏を中心として店舗展開を行っております。 

一方、ニッショードラッグも兵庫県・大阪府・京都府を中心に店舗展開をしていることから、当社グループ

の小売部門の事業統合により、営業政策の一層の徹底や経営資源の再配置等を図り効率化を進めることを目的

として、この度、合併することとしたものです。 

 

２．本合併の要旨 

 (1)本合併の日程 

合併決議取締役会 ： 平成24年2月1日 

合併契約締結 ： 平成24年2月1日 

合併予定日（効力発生日） ： 平成24年8月16日（予定） 

＊合併契約承認株主総会 ： 本合併は、当社においては会社法第796条第 3項に規定する簡

易合併であり、ニッショードラッグにおいては会社法第 784 条

第 1項に規定する略式合併であるため、それぞれ合併契約承認

株主総会を開催いたしません。 

 

 (2)本合併の方式 

   当社を存続会社とする吸収合併方式とし、ニッショードラッグは解散により消滅いたします。 

 

 (3)本合併に係る割当ての内容等 

ニッショードラッグは当社の完全子会社であることから、本合併による株式、金銭その他の財産の交付

は行いません。 
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(4)消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

ニッショードラッグは新株予約権及び新株予約権付社債を発行しておりません。 

 

３．本合併当事会社の概要 

(1) 商 号 
株式会社キリン堂 

（存続会社） 

株式会社ニッショードラッグ 

（消滅会社） 

(2) 事 業 内 容 医薬品小売業（ドラッグストア） 医薬品小売業（ドラッグストア）

(3) 設 立 年 月 日 昭和33年3月31日 昭和31年6月9日 

(4) 本 店 所 在 地 
大阪府大阪市淀川区宮原 

四丁目5番36号 

兵庫県神戸市東灘区甲南町 

三丁目2番12号 

(5) 代表者の役職・氏名 代表取締役 寺西 忠幸 代表取締役 寺西 忠幸 

(6) 資 本 金 3,237百万円 100百万円 

(7) 発 行 済 株 式 総 数 11,332,206株 829株 

(8) 決 算 期 2月15日 2月15日 

キリン堂協栄会持株会 7.30％

康有株式会社 5.97％

寺西 豊彦 5.87％

寺西 俊幸 5.64％

寺西 忠幸 4.88％

寺西 貞枝 4.86％

(9) 大株主及び持株比率 

キリン堂従業員持株会 4.54％

株式会社キリン堂 100.00％ 

(10) 

直 前 事 業 年 度 の 

経営成績及び財政状態 

（平成 23 年 2 月 15 日） 

株式会社キリン堂 

（連結） 

株式会社ニッショードラッグ 

（単体） 

純 資 産 10,374百万円 2,878百万円

総 資 産 40,902百万円 8,175百万円

１ 株 当 た り 純 資 産 906.32円 3,472,660.97円

売 上 高 100,465百万円 23,208百万円

営 業 利 益 1,118百万円 172百万円

経 常 利 益 1,537百万円 323百万円

当 期 純 利 益 188百万円 107百万円

 

1 株当たり当期純利益 16.63円 129,997.60円

 

４．本合併後の状況 

 本合併後の当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

 本合併は、当社 100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微です。個別の業績に

つきましては、合併時に発生する抱合せ株式消滅差損を当期に関係会社株式評価損として特別損失を計上す

る予定であり、金額については確定次第速やかに公表いたします。 

 

以 上 


